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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成22年11月19日付をもって提出した有価証券届出書の記載事項のうち、下記の箇所につき修正すべき事

項がありますので、訂正を行うものであります。

 

２【訂正箇所および訂正事項】

第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

 

※原届出書「第三部　委託会社等の情報 　第1 委託会社等の概況　 3 委託会社等の経理状況」について、以

下の内容に更新・訂正いたします。

 

３【委託会社等の経理状況】

＜更新・訂正後＞

 

1．   財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」　（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）　並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第

52号）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年4月 1日から平成21年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成21

年4月 1日から平成22年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

2．   監査証明について

当社は、「金融商品取引法」第193条の2第1項の規定に基づき、前事業年度（平成20年4月 1日から平成21年3月31日まで）及

び当事業年度（平成21年4月 1日から平成22年3月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受け

ております。

 

 

1.財務諸表

（1）【貸借対照表】

 

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 2/26



 

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 3/26



 

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 4/26



（2）【損益計算書】
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（3）【株主資本等変動計算書】
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重要な会計方針

期　別
 
科　目

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

1 引当金の計上基準
 

(1) 退職給付引当金
退職給付費用は従業員の退職給付

に備えるため、当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込み額に基
づき、必要額を計上しております。ま
た過去勤務債務及び数理計算上の差
異の費用収益処理方法は以下のとお
りであります。過去勤務債務は、発生
年度に全額費用処理しております。数
理計算上の差異は、発生年度に全額損
益処理しております。

(1) 退職給付引当金
退職給付費用は従業員の退職給付

に備えるため、当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込み額に基
づき、必要額を計上しております。ま
た過去勤務債務及び数理計算上の差
異は、発生年度に全額損益処理してお
ります。
退職給付債務のうち、役員分は

6,193 千円であります。
 

 (2) 退職給与引当金
平成21年1月1日付退職給付信託契

約書に基づき、同1月9日に退職給与引
当金の残高を三菱UFJ信託銀行へ信託
財産として拠出いたしました。　また、
退職給与規程に従い算出される退職
給与見込額の変動により、当期末にお
いて発生していると認められる退職
給与の見込額に基づく金額を計上し
ております。　このうち、役員分は
2,038 千円であります。
 

―
 

2 その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

消費税等の処理方法
同左
 

 

会計方針の変更

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

― 「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その3)(企
業会計基準第19号 平成20年7月31日)に伴い、当事業年
度から同会計基準を適用しております。なお、同会計基
準の適用に伴う退職給付債務の変動はないため、営業
利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は
ありません。

 

表示方法の変更

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

営業費用の調査費に掲記していたシステムサービス
利用費につきましては、当事業年度よりその内容を考
慮し、一般管理費の事務委託費に変更しております。

―
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追加情報

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

1.　未収委託者報酬及び未払費用の会計処理
未収委託者報酬及び未払費用は、従来、未払代行手
数料を含まない額を資産及び負債に計上しておりま
したが、当会計年度から、未払代行手数料を含んだ未
収委託者報酬を資産計上するとともに、未払代行手数
料を未払費用に計上する表示方法に変更いたしまし
た。この結果、従来の方法によった場合に比較して、未
収委託者報酬及び未払費用は、865,370千円大きく計
上されておりますが、当期純利益に対する影響はあり
ません。
2.　退職給付信託
　　平成21年1月1日付退職給付信託契約書に基づき、同
1月9日に退職給与引当金　の残高844,758千円と同額
の現金を三菱UFJ信託銀行へ信託財産として拠出いた
しましたが、当期純利益に対する影響はありません。
3.　関連当事者の開示
　　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計
基準」（企業会計基準第１１号　平成18年10月17日）
及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第１3号　平成18年10月
17日）を適用しております。
なお、これによる開示対象範囲の変更はありませ

ん。
 

1.　金融商品の時価開示
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号平成20年3月10日）及び「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計
基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用して
おります。
 
 
 

 

注　記　事　項

（貸借対照表関係）

第14期
（　平成21年3月31日　）

第15期
（　平成22年3月31日　）

*1　関係会社に係る注記
各科目に含まれる関係会社に対する資産及び負債

の内容は、次の通りであります。
預金 1,708,339千円
未収入金 800千円
未収投資顧問料 3,132千円
その他未収収益 39,452千円
未払金 1,232千円
未払費用 22,833千円

*1　関係会社に対する資産及び負債
各科目に含まれる関係会社に対する資産及び負債

の内容は、次の通りであります。
現金・預金 221,451千円
未収入金 253千円
未収運用受託報酬 3,242千円
その他未収収益 52,054千円
未払金 143千円
未払費用 57,361千円
預り金 64,031千円

 

（損益計算書関係）

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

*1  関係会社に係る注記
各科目に含まれている関係会社に対する取引額は
次の通りであります。
投資顧問料 122,668千円
その他営業収益 139,621千円
事務委託費 128,711千円
給料・手当 213,937千円
営業雑経費　その他 20,555千円

*1  関係会社に係る注記
各科目に含まれている関係会社に対する取引額は
次の通りであります。
運用受託報酬 3,934千円
その他営業収益 26,002千円
事務委託費 60,681千円
給料・手当 109,604千円
賞　　　与 8,870千円
営業雑経費　その他 14,591千円

 

（株主資本等変動計算書関係）

第14期　（自　平成20年4月1日　　至　平成21年3月31日）

1.　発行済株式に関する事項
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2.　配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの 

 

第15期　（自　平成21年4月1日　　至　平成22年3月31日）

1.  発行済株式に関する事項

 

2.  配当に関する事項

（1）配当金支払額

 

（2）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌会計年度となるもの

次の通り、決議を予定しております。

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 9/26



（金融商品関係）

1.　金融商品の状況に関する事項

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

－ （1）　金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等に限

定しております。
現在、金融機関及びその他からの借入はありませ
ん。

（2）　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管
理体制
未収委託者報酬は、既にファンドの純資産額に未払

委託者報酬として織り込まれ、受託者によって分別保
管された投資信託財産が裏付けとなっていることか
ら、信用リスクはほとんどないものと考えています。
未収運用受託報酬につきましても、未収委託者報酬

と同様に、年金信託勘定との投資一任契約により分別
管理されている信託財産が裏付けとなっていること
から、信用リスクはほとんどないものと考えていま
す。
 

 

2.　金融商品の時価等に関する事項

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

－
 
 
 

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。

　
（注）1.金融商品の時価の算定方法
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ
等しいことから、すべて帳簿価額により表示しておりま
す。
 
（注）2.金銭債権の決算日後の償還予定額

 

 

（デリバティブ取引関係）

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

該当事項はありません。 同左
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（退職給付関係）

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

1．採用している制度の概要
当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を設けております。当社の適格退
職年金契約は当社と同一の親会社を持つ会社（3社）
との共同結合契約であり年金資産の計算は退職給付
債務の比率によっております。

1．採用している制度の概要
同左

 
2．退職給付債務に関する事項 (平成21年3月31日現在)
 
(1) 退職給付債務 537,679千円
(2) 年金資産 354,156千円
(3) 退職給付引当金 183,522千円
 
3．退職給付費用に関する事項 (自平成20年4月1日 至
平成21年3月31日)
 
(1) 勤務費用 103,931千円
(2) 利息費用 7,475千円
(3) 期待運用収益 △2,527千円
(4) 数理計算上の差異の費用処理額120,270千円
退職給付費用 229,150千円
(5) その他 78,570千円
合計 307,721千円

 
(注) 上記(5) その他は、臨時に支払った割増退職金で
あります。

 
4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
(1) 割引率 1.5％
(2) 期待運用収益率 0.58％
(3) 退職給付見込額の期間配分方法　支給倍率基準
(4) 過去勤務債務の処理年数　　　発生時一括処理
(5) 数理計算上の差異の処理年数　発生時一括処理

 
2．退職給付債務に関する事項 (平成22年3月31日現在)
 
(1) 退職給付債務 641,851千円
(2) 年金資産 437,743千円
(3) 退職給付引当金 204,377千円
 
3．退職給付費用に関する事項 (自平成21年4月1日 至
平成22年3月31日)
 
(1) 勤務費用 118,345千円
(2) 利息費用 8,065千円
(3) 期待運用収益 △2,054千円
(4) 数理計算上の差異の費用処理額 12,940千円
退職給付費用 137,297千円
(5) 特別退職金 63,279千円
合計 200,576千円

 
　
　
 
4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
(1) 割引率 1.5％
(2) 期待運用収益率 0.58％
(3) 退職給付見込額の期間配分方法　支給倍率基準
(4) 過去勤務債務の処理年数　　　発生時一括処理
(5) 数理計算上の差異の処理年数　発生時一括処理
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（税効果会計関係）

第14期
（　平成21年3月31日　）

第15期
（　平成22年3月31日　）

1．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
（単位：千円）

繰延税金資産  

未払費用 28,490

未払事業所税 2,450

減価償却超過額 10,470

退職給与引当金 351,210

未払事業税 12,950

株式報酬費用 132,200

退職給付引当金 74,320

その他 2,010

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 614,100

1．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
（単位：千円）

繰延税金資産  

未払費用 31,300

未払事業所税 2,200

減価償却超過額 12,000

未払事業税 36,400

株式報酬費用 100,000

退職給付引当金 406,800

その他 2,000

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 590,700

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因となった主要な項目別内訳

（単位：％）

法定実効税率 40.65

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.70

その他 △0.10

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.25

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因となった主要な項目別内訳

（単位：％）

法定実効税率 40.65

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.46

その他 0.67

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.78

 

（関連当事者との取引）

第14期　（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

（1）親会社

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（2）兄弟会社等

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  事務所賃借料は、外部貸主への実際支払額を基に面積比で決定しております。

　人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  立替費用は、第三者に支払われた実際支払額を基として決定しております。

3.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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第15期　（自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

（1）親会社

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.   人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.   取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

（2）兄弟会社等

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  事務所賃借料は、外部貸主への実際支払額を基に面積比で決定しております。

　人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  立替費用は、第三者に支払われた実際支払額を基として決定しております。

3.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

（1株当たり情報）
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第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

1株当たり純資産額 220,941円75銭

1株当たり当期純利益 93,626円92銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりま
せん。

1株当たり純資産額 198,926円60銭

1株当たり当期純利益 71,584円85銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりま
せん。

 

（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 第14期
（自 平成20年4月 1日
　至 平成21年3月31日）

第15期
（自 平成21年4月 1日
　至 平成22年3月31日）

当期純利益（千円） 2,022,341 1,546,232

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,022,341 1,546,232

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 21,600 21,600

 

（重要な後発事象）

第14期
（自　平成20年4月 1日
　至　平成21年3月31日）

第15期
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

該当事項はありません。 同左
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委託会社等の経理状況

 

1． 　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号、以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき「金融商品取引業等

に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

また中間財務諸表の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

2． 　当社は、「金融商品取引法」第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（平成22年4月 1日から平成22

年9月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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（1）　中　間　貸　借　対　照　表
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（2）  中 間 損 益 計 算 書
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（3）  中間株主資本等変動計算書
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 
 
　　科　目

第16期 中間会計期間
（自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 9月30日）

1. 引当金の計上基準
 
 
 
 

(1) 賞与引当金
役員及び従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額を
計上しております。
 
(2) 退職給付引当金
退職給付費用は従業員の退職給付に備えるため、当期末
における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、
必要額を計上しております。また過去勤務債務及び数理計
算上の差異の費用収益処理方法は以下のとおりでありま
す。過去勤務債務は、発生年度に全額費用処理しておりま
す。数理計算上の差異は、発生年度に全額損益処理しており
ます。
 

2. その他中間財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

(1) 消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
おります。
また、仮払消費税と仮受消費税は相殺のうえ表示してお
ります。
 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

 
 
　　科　目

第16期 中間会計期間
（自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 9月30日）

賞与引当金 業績に連動して役員及び従業員に支給する賞与につい
て、従来は支給時に費用処理をしておりましたが、過年度の
支給実績等から将来支給額の合理的な見積もりが可能とな
り、賞与引当金の計上要件を満たすこととなったため、当中
間会計期間より賞与引当金を計上しております。　これによ
り、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ　
250,000千円減少しております。
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注　記　事　項

（中間株主資本等変動計算書関係）

第16期 中間会計期間
（自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 9月30日）

1.　発行済株式に関する事項

2.　配当に関する事項
　　配当金支払額

 

（金融商品関係）

第16期 中間会計期間
（自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 9月30日）

1.  金融商品の時価等に関する事項
平成22年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

 （注）1.金融商品の時価の算定方法
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、すべて帳簿価額によ
り表示しております。
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（セグメント情報）

第16期 中間会計期間
（自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 9月30日）

1.  セグメント情報
当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

2.  関連情報
(1) 製品及びサービスごとの情報

当社の製品・サービス区分は、中間損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製
品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。

(2) 地域に関する情報
①売上高

本邦 本邦外 合計

828,939千円 971,104千円 1,800,044千円

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。
なお、委託者報酬4,813,519千円については、制度上、顧客情報を知りえないため、含まれてお
りません。

(3) 主要な顧客に関する情報

相手先 売上高 関連するセグメント名

UBSグループ（*1） 977,755千円 投資運用

（注）委託者報酬については、制度上顧客情報を知りえないため、記載を省略しております。
（*1）UBSグループは、UBS AG（本店：スイスのバーゼルおよびチューリッヒ）を中心に、世界
の主要な金融センターを含む50カ国で金融サービスを提供する金融グループです。

 
(追加情報）
当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第20号　平成20年3月21日）を適用しております。

 

（1株当たり情報）

第16期 中間会計期間
（自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 9月30日）

               1株当たり純資産額                        168,232円45銭
               1株当たり中間純利益金額                   40,805円85銭
なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載し
ておりません。
１株当たり中間純利益の算定上の基礎

中間損益計算書上の中間純利益                      881,406千円
普通株式に係る中間純利益                          881,406千円
普通株式に帰属しない金額の主要な内訳     該当事項はありません
普通株式の期中平均株式数　　　　 　　　　　　　　　　　21,600
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】
 
（2）販売会社
 
＜訂正前＞

名称
資本金の額

(平成22年4月1日現在)
事業の内容

日興コーディアル証券株式会社 100億円
「金融商品取引法」に定める第一種
金融商品取引業を営んでいます。

 
＜訂正後＞

名称
資本金の額

(平成23年4月1日現在)
事業の内容

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 100億円
「金融商品取引法」に定める第一種
金融商品取引業を営んでいます。

 
 

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

23/26



独立監査人の監査報告書
 

平成２２年６月１７日

 

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 上　野　佐　和　子　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 伊　藤　志　保　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株

式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第１５期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用

方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の平成２２年３月３

１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 

以　　上

 

(注)　上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子

化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

 

 

　　委託会社の監査報告書（中間）へ
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成２２年１２月１０日

 

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
公認会計士 上 野　佐 和 子　　印

業務執行社員

 

指定有限責任社員
公認会計士 伊 藤　志 保　　 　印

業務執行社員

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株

式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第１６期事業年度の中間会計期間

（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われて

いる。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の平成

２２年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２２年４月１

日から平成２２年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 

以　　上

 

(注)　上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を

電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２１年６月１７日

 
ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山　口　光　信　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 野　元　寿　文　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株

式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第１４期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用

方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の平成２１年３月３

１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 

以　　上

 

(注)　上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子

化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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